
（単位：百万円）

◆　資産 ◆負債 ・業務活動収支
・投資活動収支

（内訳）  （うち地方債） ・財務活動収支　
・有形固定資産 ◆本年度資金収支額
・無形固定資産 ・前年度末資金残高
・投資その他 ◆本年度末資金残高（歳計現金）
・流動資産 ◆純資産
 （うち現金預金） ・本年度末歳計外現金残高

・本年度末現金預金残高

前年度末純資産高 ◆経常費用
（内訳） ・業務費用

・純行政コスト（△） ・移転費用　
・財源（税収等など）
◆本年度差額 ◆経常収益
・資産評価差額
・無償所管換等 純経常行政コスト
◆本年度純資産変動額

・　臨時損失
本年度末純資産残高 ・　臨時利益

純行政コスト
※　金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
●　平成２９年度の概況
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平成29年度滝沢市の財務書類 

（財務書類４表の相互関係） 

貸借対照表 資金収支計算書 

純資産変動計算書 行政コスト計算書 

平成29年度滝沢市の財務書類（概要版） 

【貸借対照表】 

 資産64,671百万円に対して負債19,071百万円（対資産比29.5％）となり、資産から負債を差し引いた正味資

産としての純資産は45,600百万円（対資産比70.5％）となりました。 

 資産の内訳は、固定資産62,413百万円（対資産比96.5％）、流動資産2,258百万円（対資産比3.5％）で、イ

ンフラ資産（道路・公園に係る土地・工作物等）が35,729百万円と資産全体に対して55.2％を占めています。 

 負債の内訳は、固定負債17,668百万円（対負債比92.6％）、流動負債1,403百万円（対負債比7.4％）で、地

方債が17,173百万円と負債全体に対して90.0％を占めています。 

【行政コスト計算書】 

 経常費用17,712百万円に対して経常収益577百万円となり、経常費用から経常収益を差し引いた純経常行

政コストは17,135百万円となりました。これに臨時損失から臨時利益を差し引いた額を加えた純行政コストは

17,140百万円となりました。 

【純資産変動計算書】 

 純行政コストから当年度の税収等10,740百万円、及び国県等補助金5,103百万円を控除した本年度差額は

1,297百万円のマイナスとなりました。この本年度差額に資産評価差額、無償所管換等を加除した本年度純

資産変動額は1,227百万円のマイナスとなった結果、本年度末純資産残高は45,600百万円となりました。 

【資金収支計算書】 

 業務活動収支は749百万円の黒字、投資活動収支は570百万円の赤字、財務活動収支は29百万円の赤字

となり、３つの活動収支を合わせた本年度資金収支額は150百万円の黒字となりました。この額に、前年度末

資金残高（前年度の繰越金）322百万円を加えた本年度末資金残高（本年度の歳入歳出差引額）は472百万

円となり、歳計外現金の前年度末残高及び当年度中の増減額を加えた、本年度末現金預金残高（貸借対照

表の流動資産の「現金預金」計上額）は489百万円となりました。 
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（単位：百万円）

◆　資産 ◆負債 ・業務活動収支
・投資活動収支

（内訳）  （うち地方債） ・財務活動収支　
・有形固定資産 ◆本年度資金収支額
・無形固定資産 ・前年度末資金残高
・投資その他 ◆本年度末資金残高（歳計現金）
・流動資産 ◆純資産
 （うち現金預金） ・本年度末歳計外現金残高

・本年度末現金預金残高

前年度末純資産高 ◆経常費用
（内訳） ・業務費用

・純行政コスト（△） ・移転費用　
・財源（税収等など）
◆本年度差額 ◆経常収益
・資産評価差額
・無償所管換等 純経常行政コスト
◆本年度純資産変動額

・　臨時損失
本年度末純資産残高 ・　臨時利益

純行政コスト

※　金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

●　平成２９年度の概況（対前年度増減額）
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貸借対照表 資金収支計算書 

純資産変動計算書 行政コスト計算書 

平成29年度滝沢市の財務書類 

（対前年度増減額） 

【貸借対照表】 

 前年度に対して、資産は960百万円減少（△1.5％）した一方、負債は267百万円増加（＋1.4％）し、結果とし

て資産から負債を差し引いた純資産は1,227百万円減少（△2.6％）しました。 

 資産では、建物や工作物などの償却資産について減価償却が進んだこと等により固定資産は1,232百万円

減少（△1.9％）し、現金預金、財政調整基金及び減債基金の増加等により流動資産は272百万円増加（＋

13.7％）しました。 

 負債では、退職手当引当金の増加等により固定負債は260百万円増加（＋1.5％）し、預り金（歳計外現金）

の増加等により流動負債は7百万円増加（＋0.5％）しました。  

【行政コスト計算書】 

 前年度に対して、経常費用は1,081百万円増加（＋6.5％）した一方、経常収益は86百万円減少（△13.0％）し

た結果、経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは1,167百万円増加（＋7.3％）しました。また、

純行政コストは1,171百万円増加（＋7.3％）しました。 

【純資産変動計算書】 

 前年度に対して、純行政コストは1,171百万円増加（＋7.3％）した一方、財源としての税収等は131百万円増

加（＋1.2％）し、国県等補助金は302百万円減少（△5.6％）したこと等により、本年度純資産変動額高は前

年度が16百万円のプラスであったのに対して、平成29年度は1,227百万円のマイナスとなりました。（前

年度との差額△1,243百万円） 

【資金収支計算書】 

 前年度に対して、業務活動収支は53百万円のマイナス（△6.6％）、投資活動収支は1,923百万円のプラス

（＋77.1％）、財務活動収支は1,382百万円のマイナス（△102.1％）となった結果、本年度資金収支額は488百

万円のプラス（＋6.6％）となりました。 
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科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 62,413百万円 固定負債 17,668百万円

有形固定資産 60,870百万円 地方債 15,936百万円
事業用資産 25,000百万円 その他※2 1,732百万円

土地 7,610百万円 流動負債 1,403百万円
立竹木 2,102百万円 1年内償還予定地方債 1,237百万円
建物※1 13,522百万円 その他※2 166百万円
工作物※1 1,373百万円 負債合計 19,071百万円
その他※2 393百万円 【純資産の部】

インフラ資産 35,729百万円 固定資産等形成分 64,066百万円
土地 14,813百万円 余剰分（不足分） △ 18,466百万円
建物※1 3百万円
工作物※1 20,718百万円
その他※2 195百万円

物品※1 142百万円
無形固定資産 1百万円
投資その他の資産 1,542百万円

うち基金 348百万円
流動資産 2,258百万円

うち現金預金 489百万円
うち財政調整基金 1,271百万円
うち減債基金 382百万円 純資産合計 45,600百万円

資産合計 64,671百万円 負債及び純資産合計 64,671百万円

※　理解しやすくするために実際の表を調整しています。
※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
※1　「建物」、「工作物」、「物品」の金額は、減価償却累計額控除後のものです。
※2　「その他」の金額は、各区分で示している勘定科目以外の合計です。

資産合計

貸借対照表 
（平成３０年３月３１日現在） 

 「貸借対照表」とは、会計年度末の市の財政状況についての情報を示すもので、左右の合計額

が等しくなり、資産と負債のバランスを把握することが容易となっています。 

◆資産 

 市が行政サービスを提供するために保有し、

あるいは将来サービスを提供するために用い

ることができる資源のことです。 

・事業用資産 

 庁舎、学校、コミュニティセンターなどインフ

ラ資産以外の有形固定資産 

・インフラ資産 

 道路、公園（有形固定資産） 

・（50万円以上の）物品 

・無形固定資産 

 商標権など 

・投資その他の資産 

 有価証券、出資金・出損金、特定目的基金、

長期延滞債権など 

・流動資産 

 現金預金、財政調整基金、減債基金（満期

一括償還分以外）、未収金など 

◆負債 

 市のこれまでの行政活動の結果により現

在有することとなった、将来世代が負担する

債務のことです。 

 その他には、退職手当や賞与等に係る引

当金などが計上されています。 

◆純資産 

 市のこれまでの行政活動の結果としての

資産から、将来世代が負担する債務である

負債を差引いた正味財産のことです。 

 純資産はこれまでの世代の負担によって

蓄積された、将来世代が利用可能な資源の

価値であると考えることができます。 

 純資産合計とその内訳の固定資産等形成

分と余剰分（不足分）は、「純資産変動計算

書」の本年度末純資産残高に連動します。 
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科目 金額
経常費用 17,712百万円

業務費用 9,866百万円
人件費 2,577百万円

職員給与費 1,890百万円
賞与等引当金繰入額 148百万円
退職手当引当金繰入額 289百万円
その他 250百万円

物件費等 7,031百万円
物件費 4,588百万円
維持補修費 144百万円
減価償却費 2,299百万円
その他 0百万円

その他の業務費用 258百万円
支払利息 101百万円
徴収不能引当金繰入額 5百万円
その他 152百万円

移転費用 7,846百万円
補助金等 3,917百万円
社会保障給付 2,899百万円
他会計への繰出金 993百万円
その他 37百万円

経常収益 577百万円
使用料及び手数料 129百万円
その他 448百万円

純経常行政コスト 17,135百万円
臨時損失 19百万円

災害復旧事業費 19百万円
資産除売却損 0百万円

臨時利益 13百万円
資産売却益 13百万円

純行政コスト 17,140百万円

※　理解しやすくするために実際の表を調整しています。
※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書 
自 平成２９年４月 １日 

至 平成３０年３月３１日 

 「行政コスト計算書」とは、会計年度中の市の費用と収益の取引高を明らかにし、行政コストにつ

いての情報を示すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 費用や収益には、発生主義による減価償却費や徴収不能引当金繰入額などの現金支出を伴わ

ないコストが含まれるとともに、取引高は貸借対照表の勘定科目である各引当金や未収金、未払

金などとの仕訳処理がなされたものとなっており、これまでの現金主義による歳入歳出決算書では

見えにくかった行政コストの情報を、より適正に把握することが可能となっています。 

【経常費用とは】 

 資産形成や地方債元金償還に関わる経費を除く、行政サービスを提供するための経費をいい

ます。 

【経常収益とは】 

 税収等や国県等補助金といった直接的な対価性のない収入を除く、行政サービスの対価として

の使用料や手数料、あるいは財産収入や諸収入など通常の事業過程で得られた収入をいいます。 

翌年度に支払われる期末勤勉手当等の本会計

年度勤務実績分の支出見込額 

本年度末で全職員が自己都合により退職すると

仮定した場合の退職手当支給総額から退職手

当組合積立金及び運用益を控除した額の本年

度増額分 

建物や工作物などの償却資産は、利用可能とさ

れる年数（耐用年数）の間に価値が目減りしてい

くが、その本年度分の目減り額 

将来において発生が懸念される未収金・長期延

滞債権に係る不納欠損額について、過去の徴収

不能実積率より算出した見込額の本年度増額分 
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前年度末純資産残高 46,827百万円 65,166百万円 △ 18,339百万円
純行政コスト（△） △ 17,140百万円 △ 17,140百万円
財源 15,844百万円 15,844百万円

税収等 10,740百万円 10,740百万円
国県等補助金 5,103百万円 5,103百万円

本年度差額 △ 1,297百万円 △ 1,297百万円
固定資産等の変動（内部変動） △ 1,169百万円 1,169百万円

有形固定資産等の増加 985百万円 △ 985百万円
有形固定資産等の減少 △ 2,304百万円 2,304百万円
貸付金・基金等の増加 747百万円 △ 747百万円
貸付金・基金等の減少 △ 596百万円 596百万円

資産評価差額 0百万円 0百万円
無償所管換等 70百万円 70百万円
その他 　　　　　　　　- 　　　　　　　　- 　　　　　　　　-
本年度純資産変動額 △ 1,227百万円 △ 1,099百万円 △ 128百万円

本年度末純資産残高 45,600百万円 64,066百万円 △ 18,466百万円

※　理解しやすくするために実際の表を調整しています。
※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

純資産変動計算書 
自 平成２９年４月 １日 

至 平成３０年３月３１日 

 「純資産変動計算書」とは、会計年度中の市の純資産及びその内部構成の変動の情報を示す

ものです。 

 純資産の増加要因としては、税収等や国県等補助金の財源の固定資産等形成分への流入、

有価証券等の時価評価差益、寄付等による資産の無償取得、過年度取得資産に係る固定資産

台帳価格の修正（増加）などがあります。 

 純資産の減少要因としては、有価証券等の時価評価差損、資産の売却（元本分のみで売却差

額は臨時損益として費用計上）や除却、過年度取得資産に係る固定資産台帳価格の修正（減

少）などがあります。 

 この計算書で算出された本年度末純資産残高とその内訳の固定資産等形成分と余剰分（不足

分）は、それぞれ「貸借対照表」の純資産合計とその内訳に連動します。 

【固定資産等形成分とは】 

 資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態（固定資産等）で保

有されます。具体的には貸借対照表の固定資産と、流動資産の短期貸付金及び基金の合計とな

ります。 

【余剰分（不足分）とは】 

 市の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有されます。 具体的には、貸

借対照表の純資産額合計から固定資産等形成分を差し引いた額です。 

【固定資産等の変動（内部変動）とは】 

 有形固定資産等または貸付金・基金等の増加については、これらの資産を取得するための支

出の財源が「余剰分（不足分）」から「固定資産等形成分」に振替えられたことを示します。 

 逆に、有形固定資産等または貸付金・基金等の減少については、これらの資産の減少額または

減価償却費相当額の財源が「固定資産等形成分」から「余剰分（不足分）」に振替えられます。 

 この内部変動に関する情報を加えることによって、純資産計算書における財源情報について明

らかにすることができます。※付属明細書３（２）「財源情報の明細」 
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科目 金額 科目 金額
【業務活動収支】 投資活動収入 1,226百万円

業務支出 15,118百万円 国県等補助金収入 555百万円
業務費用支出 7,272百万円 基金取崩収入 537百万円

人件費支出 2,287百万円 貸付金元金回収収入 103百万円
物件費等支出 4,732百万円 資産売却収入 31百万円
支払利息支出 101百万円 その他の収入 　　　　-
その他の支出 153百万円 投資活動収支 △ 570百万円

移転費用支出 7,846百万円 【財務活動収支】
補助金等支出 3,917百万円 財務活動支出 1,236百万円
社会保障給付支出 2,899百万円 地方債償還支出 1,236百万円
他会計への繰出支出 993百万円 その他の支出 　　　　-
その他の支出 37百万円 財務活動収入 1,208百万円

業務収入 15,886百万円 地方債発行収入 1,208百万円
税収等収入 10,758百万円 その他の収入 　　　　-
国県等補助金収入 4,549百万円 財務活動収支 △ 29百万円
使用料及び手数料収入 130百万円 本年度資金収支額 150百万円
その他の収入 449百万円 前年度末資金残高 322百万円

臨時支出 19百万円 - 　　　　-
災害復旧事業費支出 19百万円 本年度末資金残高 472百万円
その他の支出 　　　　-

臨時収入 　　　　- 前年度末歳計外現金残高 12百万円
業務活動収支 749百万円 本年度歳計外現金増減額 5百万円
【投資活動収支】 本年度末歳計外現金残高 17百万円

投資活動支出 1,795百万円 本年度末現金預金残高 489百万円
公共施設等整備費支出 985百万円
基金積立金支出 696百万円 ※　理解しやすくするために実際の表を調整
投資及び出資金支出 12百万円  しています。
貸付金支出 103百万円 ※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨
その他の支出 　　　　-  五入によるものです。

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

資金収支計算書 
自 平成２９年４月 １日 

至 平成３０年３月３１日 

 「資金収支計算書」とは、会計年度中における市の現金の収入（歳入）と支出（歳出）の収支を、

業務活動収支・投資活動収支・財務活動収支の３つの区分に分けて、資金の利用や獲得状況に

関する情報を示すものです。 

 この区分けによって、投資活動収支では公共施設等の整備を積極的に行っている、基金を多く

取り崩しているなどの状況を、財務活動収支では地方債の発行や元金償還の状況などを読み取

ることができます。 

 なお、「行政コスト計算書」には、発生主義による現金支出を伴わないコスト等が含まれています

が、「資金収支計算書」では現金の収支のみが記載され、また出納整理期間中の取引により発生

する資金の受払いも含むことから、「本年度末資金残高」は「歳入歳出決算書」の「歳入歳出差引

残額」と一致します。 

 この計算書で算出された本年度末現金預金残高は「貸借対照表」の現金預金に連動します。 

 
【業務活動収支とは】 

 行政サービスの提供に関する経常的・臨時的な行政活動に伴う資金収支をいいます。 

【投資活動収支とは】 

 公共施設整備や基金積立・取崩など、市の資産の増減に伴う資金収支をいいます。 

【財務活動収支とは】 

 地方債発行や元金償還など、市の負債の増減に伴う資金収支をいいます。 
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※括弧書きの値は前年度との差

〇 住民一人当たり資産額 （ ）

〇 歳入額対資産比率 （ ）

〇 有形固定資産減価償却率 （ ）

〇 有形固定資産の行政目的別割合

区　　分
生活インフラ・国土保全
教育
福祉
環境衛生
産業振興
消防
総務
全体

〇 純資産比率 （ ）△ 0.8ポイント

13.0％ 13.3％
100.0％ 100.0％

△ 0.3ポイント

70.5％ （前年度） 71.3％

5.9％ 6.0％
0.8％ 0.8％

△ 0.1ポイント
0.0ポイント

1.6％ 1.5％
0.4％ 0.4％

0.1ポイント
0.0ポイント

59.6％ 59.8％
18.7％ 18.2％

△ 0.2ポイント
0.5ポイント

65.3％ （前年度） 63.4％

今年度 前年度 前年度との差

1.9ポイント

△ 15千円

0.3年

1,173千円 （前年度） 1,188千円

3.5年 （前年度） 3.2年

 資産額を住民基本台帳人口で除して市民一人当たり資産額とすることにより、市民等にとって理

解しやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易になります。 

 当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックと

しての資産が、歳入の何年度分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測るこ

とができます。 

 有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出すること

により、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することが

できます。 

 地方債の発行等を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行うと考えれば、純資産の変動は、

将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。 

 たとえば、純資産の増加は、現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを

意味する一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を現世代が費消して便益を享受し

ていると捉えることができます。 

 有形固定資産の行政目的別の割合を算出することにより、行政分野ごとの社会資本形成の

比重の把握が可能となります。 

 経年比較をすることにより、行政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたかを把握

することができます。 

 類似団体との比較により資産形成の特徴を把握し、今後の資産整備の方向性検討の参考と

なります。 

資産形成度 

 ･･･将来世代に残る資産はどのくらいあるか 

世代間公平性 

 ･･･将来世代と現世代との負担の分担は適切か 

 現在、財務書類の分析指標（財務指標）としては、次のようなものが有用とされています。 

 財務指標の分析内容について、詳しくは「平成２９年度滝沢市財務種類について」をご覧ください。 

平成29年度財務書類の分析指標（財務指標） 
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〇 将来世代負担比率 （ ）

〇 住民一人当たり負債額 （ ）

〇 基礎的財政収支（プライマリーバランス）
（ ）

〇 住民一人当たり行政コスト （ ）

〇 受益者負担率 （ ）

22千円

△ 0.7ポイント

346千円 （前年度） 340千円

311千円 （前年度） 289千円

3.3％ （前年度） 4.0％

438.0百万円 （前年度） △ 1,343.9百万円

6千円

1,781.9百万円

0.2ポイント14.7％ （前年度） 14.5％

 有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共資

産等形成充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度

を把握することができます。 

 負債額を住民基本台帳人口で除して市民一人当たり負債額とすることにより、市民等にとって理

解しやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易になります。 

 資金収支計算書上の支払利息支出を除いた業務活動収支と投資活動収支の合計額を算出する

ことにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランス

を示す指標となります。 

 このバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対

する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営が実現できていると捉えることができます。 

 行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当たり行政コス

トとすることにより、住民等にとって理解しやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易になり

ます。 

 行政コスト計算書の経常収益は、使用料及び手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額

を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する直接的な負担の割

合を算出することができます。 

持続可能性･･･財政に持続可能性があるか 

          （どのくらい借金があるか） 

効率性･･･行政サービスは効率的に提供されているか 

自律性･･･歳入はどのくらい税収等で賄われているか 

      （受益者負担の水準はどうなっているか） 
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